
1 

 

  

新型コロナウイルス感染症に対する基本方針について 

 

令和２年３月 31 日 

新型コロナウイルス感染症に 

関する静岡大学対策本部会議 

 

Ⅰ 恒常的対応措置 

 

１．本学における感染防止対策について 

 

（１）基本的考え方と主な対策について  

＜基本的考え方＞ 

○ 新型コロナウイルス感染症への対策としては、各自ができる感染防止対策を実行

するとともに、感染クラスター（集団）の発生を防止することが重要と言われてお

り、特に、①換気の悪い密閉空間、②多数が集まる密集場所、③間近で会話や発生

をする密接場面の３つの条件が重なる場所がクラスター（集団）発生のリスクが高

いと言われている。 

○ このため、大学並びに学生及び教職員等においては、感染クラスター（集団）の

発生の防止のため、密閉空間・密集場所・密接場面を回避する取組に努めること。 

○ また、各自ができる感染防止対策（手洗い、咳エチケット、うがい等）を日常生

活や学校生活の場面において、日頃から継続的に実行すること。 

 

【主な対策】 

（大学） 

①主な建物への政府作成の感染防止対策啓発用資料の掲示・周知に努めるなどにより、

各自でできる感染防止対策（手洗い、咳エチケット、うがい等）の励行及び感染クラ

スター（集団）の発生防止のための取組（密閉空間・密集場所・密接場面を回避）を

促進すること。 

  ②建物や部屋のこまめな換気、各棟トイレへの液体石鹸の配置及び主な建物入口への

アルコール消毒液の配置、空き教室の活用による食事場所の分散、話す機会が多い場

面でのマスク着用の励行などの感染防止対策を継続的に実施すること。 

 ③マスク及びアルコール消毒液等必要な物品の備蓄に継続的に取り組むこと（※）。（保

健センター等） 

 

（※）３月 31日現在、マスクやアルコール消毒液について流通状況を業者に確認したと

ころ、在庫なし又は取扱中止という状況であるが、本部において引き続き調達に努め

るものとする。 
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 （学生及び教職員等） 

①各自でできる感染防止対策（手洗い、咳エチケット、うがい等）を日頃から実践す

ること。 

②感染クラスター（集団）の発生防止のため、普段から、密閉空間・密集場所・密接

場面を回避する行動に努めること。 

③毎朝の検温に努め、風邪の症状が見られるときは、大学には登校（出勤）せず休む

こと。登校（出勤）中に風邪の症状が出たときは、無理せず直ちに帰宅すること。 

④風邪の症状が出て自宅で休養中は、毎日、体温を測定し、健康観察表に記録すること。

また、万一に備え、休養前の２週間を振り返り、行動の記録を作成しておくこと。 

 

（２）授業等集団で行う活動・行事等に関する対策について 

  ①授業の実施に関する感染防止対策については、以下により取り扱うものとする。 

  ・「新型コロナウイルス感染症対策としての授業実施上の留意事項について」（令和２

年３月 31日） 

②授業以外の集団行う活動・行事等についても、授業における感染防止対策等を参考に、

必要な感染防止対策を講じるものとする。 

 

２．各種の取扱いについて（※更新：令和２年４月３日現在） 

 

（１）学生 

【学生の登校停止（授業の出欠の取扱いを含む。）】 

 ○以下の通知により取り扱うものとする。 

  ・「新型コロナウイルス感染症に係る登校停止の取扱いについて（通知）」（令和２年

３月 27日） 

 

【学生主催イベント、課外活動、学生生活等】 

 ○以下の通知により取り扱うものとする。 

  ・「新型コロナウイルス感染症対策のための課外活動等の中止について（要請）」（令

和２年３月 31日） 

  ・「新型コロナウイルス感染症の感染防止のための対応について（要請）【第２報】」 

（令和２年３月 27日） 

 

【研究室等での学生の教育・研究活動】 

 ○以下の通知により取り扱うものとする。 

  ・「研究室等での学生の教育・研究における新型コロナウイルス感染症対策に関する

注意喚起について（通知）」（令和２年４月３日） 
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（２）教職員 

【教職員の就業上の取扱い】 

 ○以下の通知により取り扱うものとする。 

  ・「新型コロナウイルス感染症に関し、小学校等の臨時休業に伴い子の世話のために

やむを得ず勤務することができない教職員に対する就業上の取扱いについて（通

知）【第１報】」（令和２年２月 28日） 

・「新型コロナウイルス感染症に関する就業上の取扱いについて（通知）【第５報】」

（令和２年４月３日） 

 

【教職員の出張等及び私事渡航】 

 ○以下の通知により取り扱うものとする。 

  ・「新型コロナウイルス感染症に関する出張等及び私事渡航の取扱いについて（通知）

【第２報】」（令和２年３月 23 日） 

 

【大学主催イベント等の取扱い】 

  ○以下の通知により取り扱うものとする。 

   ・「新型コロナウイルス感染症に伴う各種イベント等の中止依頼について」（令和２年

２月28日） 

 

（３）学生、教職員共通 

【海外渡航、留学（派遣、受入）等】 

 ○以下により取り扱うものとする。 

  ・「新型コロナウイルス感染症の発生に係る注意喚起について（通知）（第７報）」（令

和２年３月 27日） 

  ・「新型コロナウイルス感染症の発生に係る国際連携推進機構海外派遣プログラムに

係る取り扱いについて」（令和２年３月 27日） 

 

【キャンセル料等の取扱い】 

 ○以下の通知により取り扱うものとする。 

  ・「新型コロナウイルス対応におけるキャンセル料等の取扱いについて（通知）」（令

和２年２月28日） 

 

【附属図書館】 

  ○以下により取り扱うものとする。 

   ・「[静岡・浜松共通]新型コロナウイルス感染症対応のための留意事項について(当面

の間)」（令和２年４月１日） 
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   ・「[静岡・浜松共通]新型コロナウイルス感染症対応にともなう開館日程の変更につ

いて」（令和２年４月１日） 

・「[浜松]新型コロナウイルス感染症対応のための一部施設利用停止について（当面

の間）」（令和２年４月１日） 

・「[静岡]新型コロナウイルス感染症対応のための施設利用・サービスの一部停止（当

面の間）」（令和２年４月１日） 

 

（４）その他 

【附属図書館】 

  ○以下により取り扱うものとする。 

   ・「[静岡・浜松共通]新型コロナウイルス感染症対応のための学外の方の入館制限に

ついて（当面の間）」（令和２年４月１日） 
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Ⅱ 臨時休業に関する対応措置 

 

学生又は教職員に感染者が発生した場合の臨時休業の判断等の対応については、以下

に基づき実施するものとする。 

 

１．臨時休業に関する基本的考え方 

 ○当該感染者の症状の有無、学内における活動の態様、接触者の多寡、地域における感

染拡大の状況、感染経路の明否等を総合的に考慮し、保健所と相談の上、 

   ①感染した学生及び濃厚接触者の登校停止（学校保健安全法第 19条）（※教職員の場

合は、就業禁止（以下、同じ。）） 

②大学の全部又は一部の臨時休業を実施（学校保健安全法第 20条） 

 のいずれかを決定する。 

 

２．臨時休業の実施に係る手順 

  ①学生又は教職員に新型コロナウイルス感染症の感染者が発生したとの報告を受けた

部署（総務部、各学部事務部等）から学務部教務課に、新型コロナウイルス感染症の

感染者の発生について報告する。 

  ②学務部教務課は、保健センター及び休業内容等検討組織（注）に報告する。 

  ③保健センターは、保健所に連絡し、保健所の指導を仰ぐ。 

  ④休業内容等検討組織は、休業内容の検討を行い、その結果を基に、該当者の登校停止

とするか、臨時休業とするかを決定し、対策本部長（学長）に報告する。 

⑤学長は、④の結果に基づき、登校停止又は臨時休業を実施する。 

⑥臨時休業を実施する場合、学長は、感染者所属部局の長を含む関係部局長に指示し、

臨時休業のために必要な措置を行うものとする。 

  （注）休業内容等検討組織は、学長（対策本部長）、教育担当理事、リスク管理担当副

学長、事務局長、保健センター所長、感染者所属部局の長及び学長が指名する者

で構成する。 

 

３．臨時休業の対象範囲（休業単位、休業期間、立入制限区域） 

（１）臨時休業の単位 

   ①臨時休業の単位は、原則として、感染者が発生した学部、学科又はコース等とする

が、最終的な臨時休業の単位は、保健所の指導に基づき定める。 

（２）臨時休業の期間 

   ①休業内容等検討組織において、当面の臨時休業期間を決める。 

   ②保健所の指導に基づき、最終的な臨時休業期間を定める（例えば 14日間など）。 

（３）臨時休業時の立入制限区域 

   ①休業内容等検討組織において、当面の立入制限区域を決める。 

 ②最終的な臨時休業時の立入制限区域を定める。 
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４．臨時休業時における教職員の対応 

   ①教職員は、臨時休業時においても出勤することを原則とする。（感染者及び濃厚接

触者は就業禁止とする。） 

②キャンパス閉鎖等大規模な臨時休業が必要と判断される事態になった場合には、

休業内容等検討組織での協議のほか、対策本部長（学長）の判断により、対策本部

を招集し、全教職員の就業禁止が必要か等を協議することができるものとする。 

 

５．保健所との連携体制 

  ○最寄りの保健所（静岡市保健所、浜松市保健所）との連絡窓口は、保健センターが担

当するものとし、個別具体の対応については、保健所の指導に基づき対応する。 


